
 

                                  

第８次総量削減計画（素案）及び総量規制基準（素案）に対する 
意見の募集結果について 

 

第８次総量削減計画（素案）及び総量規制基準（素案）に対して、県民の皆様から提

出された御意見、これに対する県の考え方及びこの度策定した第８次総量削減計画等を

公表します。 

 

１ 公表する資料  

（１）第８次総量削減計画及び総量規制基準について（概要） 

（２）第８次総量削減計画（全文） 

（３）総量規制基準 

 

２ 提出いただいた意見とそれに対する県の考え方 

（１）意見の募集期間 

   平成２８年１２月１４日（水）から平成２９年１月１３日（金）まで 

（２）意見の件数 

   １人  １４件 

（３）意見の内容と県の考え方 

 

【第８次総量削減計画(素案)及び総量規制基準(素案)について】（１１件） 

No 意見の概要 意見に対する県の考え方 

1 

当計画の適用期間が明示されていな

いので、明示されたい。 

本文中において、「平成３１年度を目

標年度とする」旨を記載しています。 

 

2 

「削減目標量」の意味が分かりにく

いため、表記を見直されたい。 

御意見を踏まえ、「第８次総量削減計

画の概要」に削減目標量に係る説明を

記載しました。 

         

3 

今迄の削減実績推移について、概要

でCOD数値しか明示されていないため、

計画(素案)にCOD、窒素、りんに係る発

生源別の削減実績推移をグラフ図示さ

れたい。 

 

削減実績の推移について、「第８次総

量削減計画の概要」においてＣＯＤに

加え、窒素及びりんの状況を図示する

こととします。         

 

4 

当計画に関係する法律条例等の関係

が分かりにくいため、見やすい記載を検

討されたい。 

御意見を踏まえ、「第８次総量削減計

画の概要」に本計画に関係する法律等と

の関係を図示しました。    

 

5 

「下水道整備」、「その他生活排水処

理施設」の平成 31 年度の目標値（処理

人口）が表記されているが、当該数値

が妥当かどうかの判断には「今迄の整

備実績が必要と考えられるため、一定

期間の整備実績推移を分かりやすく図

示されたい。 

平成 31 年度の下水道の処理人口及び

処理形態別の汚水処理人口について

は、これまでの整備実績等を踏まえて

策定された山口県汚水処理施設整備構

想から推定しています。 

なお、下水道等の整備率の推移につ

いては、同構想に図示しています。 

 



No 意見の概要 県の見解 

6 

「その他の汚濁発生源に関わる対

策」については、「ア」「イ」「ウ」で他

指針・法律・計画を提示しているが、

それら他指針等で数値目標が示されて

いる場合は当計画でも明示されたい。 

本計画は、国の基本方針で定められ

た削減目標量達成のための諸施策等の

基本方向性を明示したものであり、他

計画等の目標値を明示することは考え

ていません。 

なお、本計画に関連する他計画等の

目標値等につきましては、それぞれの

計画等にてお示ししています。 

7 

「その他汚濁負荷量の総量の削減及

び水環境の改善に関し必要な事項」と

して一般的内容が列記されているが、

この中に「水域内埋立」そのものに関

しての考え方も明示されたい。 

埋立てに当たっての環境保全に対す

る配慮については、公有水面埋立法等

の個別法により対応することから、本

計画に含めることは考えていません。 

8 

当「計画(素案)」、「基準(素案)」の

実行・確認主体や確認期間(月一,半月

一,年一等)、確認方法、計画の見直し

等について明示されていない(又は分

かり難い)ため、記述の見直しを検討さ

れたい。 

総量削減計画に基づく削減目標量に

ついては、国及び県において毎年度、発

生負荷量管理等調査により達成状況の確

認を行っています。なお、総量規制基準

については、本文(p.4)に記載のとおりで

す。 

9 

現在の海洋水質については、従来の

りん・窒素等の「富栄養化」の他に「貧

栄養化」が指摘されているが、当計画

には「富栄養化」「貧栄養化」について

触れられていないため、県としてどの

ような考え方でいるのか明示された

い。 

本計画において、新たに「水質の管

理」の項目を追加しており、地域にお

ける海域利用の実情を踏まえ、湾・灘

ごと、季節ごとの状況に応じたきめ細

やかな水質管理について、その影響や

実行可能性を十分検討しつつ、順応的

な取組を推進するものとしています。 

10 

「用語の解説」に掲載された用語を再度

精査の上、解説に掲載されている本文中

の用語にそれと分かるような工夫をされた

い。 

「用語の解説」は、必要に応じ利用

されるものであることから、本文中の

用語への下線等の印付けはしません。 

11 
 可能であれば、年次把握がし易いよ

う、元号と西暦を併記してほしい。 

御意見を踏まえ、可能な限り記載し

ました。 

   

【その他】（３件） 

No 意見の概要 県の見解 

12 

当案件は意見作成のために関係計

画・諸施策も確認する必要があること、

実施期間に年末年始を含むこと、県の他

の意見募集と期間が重複していること

から、１ヶ月の期間設定は短い。期間の

延長、又は資料を再掲示の上、再実施を

求める。 

本パブリック・コメントは、「山口県パブリ

ック・コメント制度実施要綱」に基づき各種

媒体を通じて広く意見募集を行っており、

期間の延長又は再実施は考えていませ

ん。 

 また、意見募集期間については、国の基

本方針が平成28年9月に策定されたことを

受けて、本計画の策定の手続が開始され

たことにより、当該期間となったものです。 

なお、いただいた御意見は、今後のパ

ブリック・コメントを実施する際の参考とさせ

ていただきます。 



13 

今回の意見募集について、「広報・記

事扱いがどの程度あったのか」、「広報が

十分なされたのか」を判断するため、一

般県民が広く目にする新聞にどう広告

掲載されたのか具体的に提示されたい。   

また、「県広報誌」や「県からのお知

らせ」に意見募集に関する記事が掲載さ

れていない理由を明示されたい。 

 本パブリック・コメントの実施につい

ては、「山口県パブリック・コメント制

度実施要綱」に基づき、12 月 13 日に報

道各社に発表しました。 

 また、県ホームページに掲載するとと

もに、12 月 22 日の中国新聞及び山口新

聞の紙面において突出広告を掲載し、広

報を行っています。 

 なお、県広報誌は、隔月発行となって

おり、原稿を入稿する時期との兼ね併い

から、主に速報性のある県ホームページ

や新聞広告等を活用した広報に努めて

います。 

 

14 

 当案件の内容は、地域性や専門性が

高いものと考えられることから、県民

からの意見募集の他に、住民、関係者、

専門家からの直接の意見聞き取り等の

実施をお願いする。 

 

 本計画等の作成においては、パブリ

ック・コメントの他に、学識経験者等

で構成される県環境審議会や関係市町

への意見聴取を行っています。 

 

 
山口県環境生活部環境政策課 

水環境班  担当：長井、大堀 

電 話 ：083－933－3038 

F A X ：083－933－3049 

E ﾒｰﾙ ：a15500@pref.yamaguchi.lg.jp 


